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Ⅰ　序
1 ．家族法改革の中での相続回復請求制度
　大部分の法規範は、時空を超越する絶対的価値を追求した永久法ではな
く、時代的・場所的な制約の下に定められたものである。相続法の意義が、
時代の趨勢、社会構造の変化、家族観の変化に伴い再検討を強いられるのも、
そのためである。本稿が考察対象とする相続回復請求制度も、永久的・絶対
的な制度ではなく、時間的な制約性をもった制度であり、改廃の可能性を内
に持つ。
　韓国民法は、₁₉5₈年に制定され（₁₉₆0年施行）、₆0年近くの歴史を有する。
わが国の民法と同様、総則・物権・債権・親族・相続の 5 つの編から構成さ
れ、そのうち、後 ₂ 編の家族法については、この間の急激な社会の変化や時
代の趨勢にともない、数次の改正がなされてきた
1）
。とりわけ、日本による
併合期を通じて韓国に移植され、民法制定時に韓国固有の制度であるかのよ
うに考えられ導入された戸主制度については、₁₉₉0年の改正により、戸主相
続制が戸主承継制に変更された後、憲法裁判所による違憲決定が決定的な契
機となり
2）
、₂005年改正で、遂に廃止され、家族法の体系に大きな変容をも
たらした
3）
。このような潮流の中で、我が国と同様に多くの争点を内在する相
₁ ）前 ₃ 編の財産法についても、₉0年代末から活発な改正論が繰り広げられ、₂00₄年には
財産編全体に対する改正を内容とする国会提出法案が現れ、これは審議未了で廃案と
なったものの、その後、₂00₉年に新たに法務部に設置された改正委員会の下、新たな改
正試案が示され、そのうちの一部については、民法改正が実現している。
₂ ）憲法裁判所₂005年 ₂ 月 ₃ 日宣告₂00₁헌가 ₉・₁0・₁₁～₁5，₂00₄헌가 5 （併合）決定。決
定的な契機と述べたが、実はこれは必ずしも正確な表現でない。違憲決定を導いた事件
が訴訟継続中に、戸主制廃止を内容とする民法改正法案が国会に提出されており、その
審議中に、違憲決定が下された。
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続回復請求権の規定も
3）
、 ₂ 度の改正を受けた
4）
（【表 ₁ 】参照）。本稿は、韓
国法における相続回復請求制度について、その歴史的な展開を辿ることを主
な目的とする
5）
。
　ところで、我が国で、相続回復請求権の問題は「相続法の分野におけるア
ポリア
6）
」とも言われる重大なテーマであり、比較法的検討とともに多くの
議論が積み上げられてきた
7）
。もっとも、最大判昭和5₃年₁₂月₂0日（民集₃₂
巻 ₉ 号₁₆₇₄頁）が共同相続人間の紛争にも民法₈₈₄条の適用を肯定しつつも、
表見相続人が同条の期間制限を主張できるのは、相続権がないことについて
₃ ）韓国の家族法改革に関してすでに多くの紹介があるが、申榮鎬「₁₉₉0年韓国家族法改
正の成果と問題点」ノモス ₈ 号（₁₉₉₇年）、高翔龍「韓国家族法の大改正」ジュリスト
₁₂₉₄号（₂005年）₈₄頁以下、申榮鎬「₂005年韓国民法改正の主要内容」戸籍時報5₈₉号
（₂005年）₁₄頁以下、趙慶済「韓国の₂0₁₃年 ₇ 月 ₁ 日施行された家族法の概要（ ₁ ）（ ₂ ・
完）」立命館法学₃50号₄₆₂頁以下、₃5₁号₃₁0頁以下（₂0₁₃年）、吉川貴恵「韓国における
戸主制度廃止と家族法改正──女性運動の観点をふまえて」立命館法政論集₁₃巻（₂0₁5
年）₁₁₂頁以下、青木清『韓国家族法──伝統と近代の相克』（₂0₁₆年、信山社）等を挙
げておく。
₄ ）相続法の変遷を辿るものとして、田慶根「韓國相續法의 變遷과 展望」亞細亞女性法
學₁₇호（₂0₁₂년）₂5₃면 이하．
5 ）なお、₂0₁₄年に法務部・民法（相続編）改正特別分科委員会による相続法改正試案が
現れているが、配偶者の相続権の強化をおもな内容とし、相続回復請求権については盛
り込まれていない。₂0₁₄年改正試案について、邦語資料として、大村敦志監修『各国の
相続法制に関する調査研究業務』（₂0₁₆年、商事法務）「第 5 部　韓国法」〔郭珉希〕、韓
国語文献として、정구태「₂0₁₄년 법무부 민법개정위원회의 상속법 개정시안에 대한 
비판적 斷想」강원법학 ₄₁권（₂0₁₄년）₉₈₇ 면 이하，김상식＝김상찬「배우자 상속분 
확대에 관한 입법론적 연구」일감법학 ₂₈호（₂0₁₄년）₁₄5면 이하．
₆ ）上村明宏「相続回復請求権」石田喜久夫＝西原道雄＝高木多喜男先生還暦記念論文集
『不動産法の課題と展望』（₁₉₉0年、日本評論社）₂₈₉頁。
₇ ）近時の議論状況まで含んだ整理として、松川正毅・窪田充見編『新基本法コンメン
タール　相続：民法第₈₈₂条～第₁0₄₄条』（（₂0₁₆年、日本評論社）₁₆頁以下〔幡野弘樹〕。
民法₈₈₄条に関する判例の状況については、門広乃里子『相続回復請求権（叢書民法総
合判例研究）』（₂000年、一粒社）による分析がある。
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善意であり、かつ相続権があると信ずべき合理的な理由がある場合（「善意
かつ合理的事由の存在」）に限られるとして、同条の適用領域を限定的に捉
えたことから、この大法廷判決の出現をもってして、相続回復請求制度の
「雲散霧消」であると評する見解すら現れた
8）
。同判決以降、判例上では「善
意かつ合理的事由の存在」の具体化が進む一方で、学説上は、相続回復請求
制度に新たな意義を見出す見解が続々と登場し
9）
、その議論は収斂ないし終
息するどころか、深化・多様化しているともいえる。
　韓国で、我が国と同様、相続回復請求権を巡って活発に議論されてきたが、
その展開に対しては、日本法との歴史的な連続性と関連性を意識することが
必要である。本稿では、朝鮮の伝統法を簡単に概観した上で、併合期におけ
る朝鮮高等法院の判例を通じた慣習法の形成、解放後民法施行前の状況、民
法制定時における議論、民法制定後の判例･学説の展開、相続回復請求権規
定の ₂ 度にわたる改正、という激動の展開を考察していくが、この歴史的な
展開において、日本の学説･判例の影響は大きい。一方で、韓国法独自の展
開を示すところも多く、相続回復請求制度の「雲散霧消」といえるような共
₈ ）鈴木禄弥「相続回復請求制度の雲散」判タ₃₇₈号（₁₉₇₉年）5 頁以下（後に、同『親族・
相続法の研究』（₁₉₈₉年、創文社）₁₉₉頁以下に所収）。
₉ ）詳しくは他の文献に譲るが、ドイツ法制における通知交付義務に注目し、同義務の導
入を試みる見解（副田隆重「相続回復請求権に関する一考察（ ₁ ）～（ ₄ ・完）」名法
₇₈号₃0頁以下、₇₉号₃₃5頁以下、₈0号₂₈₁頁以下、₈₁号₃₂₆頁以下〔₁₉₇₉年〕）、フランス
法制のように、特殊な訴権として理解して、その点に独自性を見出す見解（伊藤昌司「相
続回復請求権の性質」中川善之助教授追悼『現代家族法大系 ₄ 』（₁₉₈0年、有斐閣）₁₂5
頁以下）、戸籍制度の特殊性に着目して相続回復請求権の短期の行使期間制限の正当化
を試みる見解（水野紀子「相続回復請求権に関する一考察」加藤一郎先生古稀記念『現
代社会と民法学の動向（下）』（₁₉₉₂年、有斐閣）₄0₉頁以下）、現行法の下で実行可能な
包括的・抽象的相続回復請求を構想し、相続財産の包括的占有者に対する相続人の抽象
的持分相当額の返還請求という金銭請求の形に再構成する見解（加藤雅信「相続回復請
求権の『雲散霧消』と、その再生」家月₄5巻 ₃ 号（₁₉₉₃年） ₁ 頁以下〔のちに、同『現
代民法学の展開』（₁₉₉₃年、有斐閣）₆₁₄頁以下に所収〕）等がある。
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同相続人間の紛争に対する適用制限は、判例状況を一瞥する限りでは見られ
ない。このような「似て非なる」法発展の状況を考察することは、韓国法制
の独自性を浮かび上がらせるとともに、我が法制の独自性をも明らかにする
可能性を持つと思われる。また、国際私法上の準拠法決定に際して、韓国法
がしばしば問題となるが、近年、韓国法上の相続回復請求権規定の適用が公
序（法の適用に関する通則法₄₂条）に反するかが問題となった裁判例もあ
り
10）
 、このことも本稿で韓国法制を考察する契機をもたらした。
　韓国民法上の相続回復請求権は、その権利行使期間が他の立法例と比べて
著しく短く（相続権侵害を知った日から ₃ 年、相続開始日から₁0年［₂00₂年
改正前］）、しかも所定の長短いずれの期間も中断・停止の余地のない除斥期
間であると解されてきた。そのため、相続開始後₁0年を経過した後に相続権
侵害行為がなされた場合であっても、その回復請求が封じられてしまう。
₁₉₉0年の民法改正で戸主相続制から戸主承継制への変更に伴い、戸主相続回
復の訴えの規定が削除され、相続回復請求権に関する規律が民法₉₉₉条に一
本化された際に、その存在意義や妥当性に対する再検討が促されたが、当時
の大法院は、複数の反対意見が付されながらも、長期の除斥期間の起算点は
規定の文言どおり「相続開始」時であるとした（大法院₁₉₉₁年₁₂月₂₄日宣告
₉0다5₇₄0全員合議体判決）。その後、そのような大法院の立場は、₂00₁年の
憲法裁判所による違憲決定
11）
の出現という大きな分水嶺をもって、否定され
ることとなる。翌₂00₂年には、民法₉₉₉条 ₂ 項が改正され、長期の除斥期間
の起算点は「相続開始」時から「侵害行為」時へと変更された。このような
₁0）判例集未登載であるが、大阪高判平成₂₆年 5 月₁₆日判決であり、中野俊一郎「渉外家
事事件判例評釈（55）共同相続人間での相続権争いについて、相続権の侵害を知った日
から ₃ 年、相続開始日から₁0年の経過により相続回復請求権を時効消滅させる韓国法の
適用と公序」戸籍時報₇₄₁号（₂0₁₆年）₄₃頁以下が本判決を検討している。
₁₁）憲法裁判所₂00₁年 ₇ 月₁₉日宣告₉₉헌바 ₉・₂₆・₈₄, ₂000헌바₁₁, ₂000헌가 ₃ , ₂00₁헌가₂₃
（併合）決定。
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改正により、相続回復請求権の行使期間の問題については、ひとまずの解決
をみたかのように思われた
12）
。
【表 1】
₁₂）後に大法院判事を務めた当時ソウル大学の尹眞秀教授の、「このような理論〔筆者注、
起算点修正のための学説などの解釈論的な試み〕が受け入れられない状態で、憲法裁判
所は違憲決定によりこの問題を解決したのである。このような解決方式は最善の方法で
はないかもしれないが、大法院が従来の判例を頑強に固守していた状況においては、
不可避なことであった」という指摘は印象的である（윤 진 수「상 속 회 북 청 구 권 의 
소멸시효에 관한 구관습의 위헌 여부 및 판례의 소급효」비교사법 ₁₁권 ₂ 호〔₂00₄년〕 
₃0₂면）。
韓国民法 日本民法
［α］〔₁₉5₈年原始規定〕
第₉₈₂条（戸主相続回復の訴え）①戸主相
続権が僭称戸主により侵害されたときに
は、相続権者又はその法定代理人は、戸主
相続回復の訴えを提起することができる。
②前項の戸主相続回復請求権は、その侵害
を知った日から ₃ 年、相続が開始した日か
ら₁0年を経過すると、消滅する。
第₉₉₉条（相続回復請求権）第₉₈₂条の規定
は、財産相続権侵害に関してこれを準用す
る。
〔₁₈₉0年旧民法〕
証拠編第₁55条　相続人又ハ包括権原ノ受
遺者若クハ受遺者ノ分限ヲシテ効用ヲ致サ
シムル為メノ遺産請求ノ訴権ハ相続人又ハ
包括権原ノ受遺者若クハ受遺者ノ権原ニテ
占有スル者ニ対シテハ相続ノ時ヨリ三十个
年ヲ経過スルニ非サレハ時効ニ罹ラス
［β］〔₁₉₉0年改正後〕
第₉₉₉条（相続回復請求権）①相続権が僭
称相続権者により侵害されたときには、相
続権者又はその法定代理人は、相続回復の
訴えを提起することができる。
②第 ₁ 項の相続回復請求権は、その侵害を
知った日から ₃ 年、相続が開始した日から
₁0年を経過すると、消滅する。
〔₁₈₉₈年明治民法〕
第₉₆₆条　家督相続回復ノ請求権ハ家督相
続人又ハ其法定代理人カ相続権侵害ノ事実
ヲ知リタル時ヨリ五年間之ヲ行ハサルトキ
ハ時効ニ因リテ消滅ス相続開始ノ時ヨリ二
十年ヲ経過シタルトキ亦同シ
第₉₉₃条　第九百六十五条乃至第九百六十
八条ノ規定ハ遺産相続ニ之ヲ準用ス
［γ］〔₂00₂年改正後〕（現行法）
第₉₉₉条（相続回復請求権）①相続権が僭
称相続権者により侵害されたときには、相
続権者又はその法定代理人は、相続回復の
訴えを提起することができる。
②第 ₁ 項の相続回復請求権は、その侵害を
知った日から ₃ 年、相続権の侵害行為が日
から₁0年を経過すると、消滅する。
〔₁₉₄₇年改正後〕（現行法）
第₈₈₄条（相続回復請求権）相続回復の請求
権は、相続人又はその法定代理人が相続権
を侵害された事実を知った時から 5 年間行
使しないときは、時効によって消滅する。
相続開始の時から₂0年を経過したときも、
同様とする。
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2 ．北朝鮮住民からの相続回復請求を巡る紛争
　相続回復請求権の行使期間を巡る問題は、₂00₉年頃から、それまでとは異
なる観点からも論じられるようになった。朝鮮戦争等の混乱で離散してし
まった北朝鮮住民や脱北者から、過去になされた韓国所在の財産の相続につ
いて回復請求がなされるようになったことが契機である。朝鮮戦争の休戦、
分断状態の固着化により南北間の自由な往来が不可能となってから、既に₆0
年以上を経過していることからすると、北朝鮮住民が自己の相続分の回復を
求めたとしても、民法上の相続回復請求権の行使期間を優に過ぎていること
が多い。果たして、このような事案に民法上の規律は適用されるべきか、ま
た期間延長措置などを盛り込んだ特例が必要ではないかが、実際の事件が出
現するとともに、各種の親族相続法の関連問題を含んだ形で、活発に論じら
れるようになった。韓国としては国家承認していない北朝鮮の住民に、韓国
住民と同様の相続権を承認してよいのかという分断国家が抱える難問とも向
き合うことになり、激論の末、₂0₁₂年に「南北住民間の家族関係及び相続等
に関する特例法」（以下、「南北家族特例法」と略称する）が制定されるに至
る
13）
。南北家族特例法には、家族関係及び相続等に関する民法上の規定に対
する一連の特則が置かれたが（家族関係に関する特例が ₄ 箇条、相続等に関
する特例が ₃ 箇条
14）
）、そのうちの一つが相続回復請求権に関する特例であ
₁₃）特例法制定の背景と過程及びその内容については、拙稿「南北離散家族をめぐる韓国
家族法上の問題（ ₁ ）（ ₂ ・完）──₂0₁₂年『南北住民間の家族関係及び相続等に関す
る特例法』の紹介」専修法学論集₁₁5号（₂0₁₂年）₇5頁以下、₁₁₇号（₂0₁₃年）5₁頁で考
察したことがある。そのほか、特例法の紹介として、趙慶済「韓国の新しい法律『南北
住民間の家族関係及び相続等に関する特例法』」立命館法学₃₄₂号（₂0₁₂年）5₉₁頁以下
がある。
₁₄）重婚に関する特例（ ₆ 条）、失踪宣告の取消しに関する特例（ ₇ 条）、親生子関係存在
確認の訴えに関する特例（ ₈ 条）、認知請求の訴えに関する特例（ ₉ 条）、相続財産返還
請求に関する特例（₁0条）、相続回復請求に関する特例（₁₁条）、相続の単純承認擬制に
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る。この特例規定は、民法₉₉₉条との関係で、一定の特則性を持っているが、
肝心の権利行使期間については特則を含んでいない。制定に向けた議論の過
程では、期間の延長措置を講じる特例案まで具体的に示されたが、㴑及立法
による韓国住民の相続権剥奪のおそれがあること等から、最終的に規定とし
て盛り込まれず、今後の課題として残されたのである。
　この残された課題は、学説上の議論を引き起こし、遂には、実際の訴訟事
件として、大法院にまで持ち込まれ、₂0₁₆年には全員合議体判決（わが国の
大法廷判決に相当する）が下された。結果としては、大方の予想どおり、期
間延長論は否定され、民法₉₉₉条 ₂ 項の適用の下、脱北後韓国に定住した者
からの相続回復請求が否定された。もっとも、この全員合議体判決には、₁₃
名中の 5 名の裁判官による反対意見が付されており、ここからも見解の対立
の深刻さが窺える。
3 ．本稿での考察
　前置きが長くなったが、本稿では、以上のような韓国法上の相続回復請求
制度の史的展開を可能な限りトレースしていきたい（Ⅱ、Ⅲ）。あわせて、
補論的に、相続回復請求権を巡る現代的トピックである北朝鮮住民からの相
続回復請求の時間的限界について概観したい（Ⅳ）。後者は、分断国家＝韓
国が孕む極めて特殊な問題であるともいえるが、その考察は、韓国民法上の
相続回復請求制度が抱える問題点を露呈し、同制度に対する立法論（存廃論
を含む）・解釈論をも内容に含むので、韓国法上の相続回復請求権制度の展
開に対する考察として、欠くことができない。
　もっとも、ここまでで述べたことから分かるように、韓国法上の相続回復
請求権を巡る展開は、我が国と同様、見方によってはわが国以上に、ダイナ
ミックであり、議論の複雑さもその厚みも相当なものがある。家族法を専門
対する特例（₁₂条）。
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としない筆者の能力をもってしては、また紙幅の限られた本稿の中では、史
的展開の各局面に対する考察が概括的で不十分なものにとどまらざるを得な
い。本稿の題目を伝統法から現代法までの史的「素描」としているのは、そ
のような意味である。とはいえ、このような考察とて、似て非なる法制度と
議論状況をもつ隣国の情報を伝え、我が国の議論への示唆となることを一定
程度示すことができるのではないかと考える。
Ⅱ　韓国民法制定前史
1 ．併合前の伝統法
　日本による併合前の伝統法において、相続回復請求権のような制度は存在
していなかったようである。もっとも、相続財産に関する紛争に関して、他
の紛争類型と異なった取扱いをする規定がなかったわけではない。『經國大
典
15）
』の「戸典」「田宅」條によると、一般の不動産に関しては「呈訴期限」
とう一種の出訴期限あるいは除斥期間の規律があり、 5 年が経過すると訴訟
を提起できないが（「凡訟田宅、過五年勿聽法」）、これにはいくつかの例外
があった
16）
。そのうちの一つが共同相続人のうちの一部が相続財産を独占し
ている場合である（「父母田宅合執文字者」）。この場合には、他の相続人が
呈訴期限の制限を受けず、いつでも呈訴しうるとされた（「勿限年」）。もち
₁5）『經國大典』は、朝鮮時代の統治の基礎となる法典であり、「周禮」の六官制に倣い、
吏典・戸典・禮典・兵典・刑典・工典の六典から成る。
₁₆）呈訴期限については、朴秉濠『韓國法制史攷：近世의 法과 社會』（₁₉₇₄年、法文社）
₂₆₁면 이하，同『近世의 法과 思想』（₁₉₉₆년、진원）₁₉5면 이하，沈義基「朝鮮時代
의　呈訴期限法」비교법실무연구［Ⅰ］（₁₉₉₇년）₂₆₉면 이하，同『韓國法制史』（₁₉₉₇년、
三英社）₄₈0면이하（제₁₇장「朝鮮時代의　呈訴期限法과 現代韓國의 取得時効法：田
宅에 대한 ＇過五年勿聽法＇을 중심으로」）に詳しい。
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ろん、これは共同相続人間の紛争に限られることで、相続回復請求一般に関
するものではないが、少なくとも共同相続ついては、他の場合よりも相続人
を保護すべきであるという思想の現れとして捉えることができる
17）
。
2 ．朝鮮高等法院の慣習法形成
　₁₉₁0年の併合後、₁₉₁₂年に施行された朝鮮民事令 ₁ 条により日本民法が朝
鮮にも依用されたが、能力及び親族相続に関しては、同令₁₁条により朝鮮の
慣習に依るものとされた。朝鮮における終審裁判所であった朝鮮高等法院
は、₁₉₂0年の判決において、「朝鮮ニ於テ正當相續人ノ相續回復權ヲ否定シ
タル慣習アルコトナキヲ以テ相續人タルコトヲ得サル者カ相續ヲ為シタルト
キハ不法相續人ニ對シテ相續回復權ヲ行使シ得ヘキハ勿論不法相續人ヨリ取
得シタル者ニ對シテ相續財産ノ取戻ヲ請求スルヲ得ヘキモノ」と判示し、否
・
定する慣習がない
・・・・・・・・
からという理由で、相続回復請求権を認めた
18）
。また、権
利行使期間に関しては、「相續回復請求權ノ如キ相續法上ノ權利ノ時効ニ付
テモ民法第九百六十六條ノ規定ヲ適用スルヲ得ス慣習ニ依ルヘキモノナルモ
朝鮮ニ於テハ未タ一定セル慣習ナク従テ其相續回復請求權ハ今日尚時効若ク
ハ出訴期限ノ定メナキ權利ニ外ナラスシテ朝鮮民事令ノ施行ニ依リ其前後ニ
何等法律ノ變更アルコトナシ」と、一定の慣習がない
・・・・・・・・
からという理由で、相
続回復請求権の権利行使期間の制限が認められない旨判示するものがあっ
た
19）
。₁₉₃₃年刊行の朝鮮家族法の概説書も、朝鮮においては相続回復請求権
₁₇）尹眞秀「相續回復請求權의 研究─歴史的　및 比較法的考察」서울대학교 법학 제₄₁권　
₁ 호（₂000년）₁₉₆면．
₁₈）朝鮮高等法院大正 ₉ （₁₉₂0）年 ₆ 月₂₃日判決〔土地所有権確認及び土地所有権移転登
記抹消手続履行請求の件〕大正 ₉ 年民上₁₁₁＝朝鮮高等法院判決録 ₇ 巻₂₈₇頁。
₁₉）朝鮮高等法院大正 ₉ （₁₉₂0）年 ₃ 月₁₂日判決〔家督相続権確認及び民籍抹消手続履行
請求の件〕大正 ₈ 年民上₂₈5＝朝鮮高等法院判決録 ₇ 巻₂₈₇頁。同判決は、「一定セル慣
習」がないと述べる前提として、₁₉05年（光武 ₉ 年）の『刑法大典』₁₆条が聽訟する期
限として民事詞訟は₂0年以内と定めていたが、この『刑法大全』は₁₉0₈年（隆熙 ₂ 年）
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に時効期間や出訴期限がない旨述べている
20）
。
　その後、₁₉₃5年の連合部判決は、「相續回復請求權ハ相續人又ハ其ノ法定
代理人カ相續權ヲ侵害セラレタル事實ヲ知リタルトキ又ハ相續開始ノトキヨ
リ夫々相當ノ期間内ニ限リ行使ヲ為サスシテ該期間ヲ経過シタルトキハ右請
求權消滅スルモノニシテ是亦朝鮮ノ慣習上是認セラルル所」と判示して、一
転して、慣習の存在
・・・・・
を根拠に、相当な期間での制限を認め、従前の判例を変
更した
21）
。当時朝鮮高等法院判事として本判決にも関与したと推測される高
橋隆三は、本判決直後の論文で、次のように本判決を肯定的に評価している。
朝鮮においては相続順位に関する慣習が非常に分かりにくく、戸籍簿の記載
は現在では戸籍令で規整されたものの、以前の民籍令時代のものは、実際と
適合しないことが多く、そのため₁0年₂0年もの長い年月だれもが認めていた
相続人が一朝にして僭称相続人となり、その間の処分行為が無効となってし
₈ 月 ₁ 日施行の法律第₁₉号により改正され、その規律が削除され、それと同時に施行さ
れた「民事訴訟期限規則」には、相続回復請求権等の相続に関する権利につき何らの期
間制限も置かれなかったことを指摘した。
₂0）藤田東三『朝鮮親族法相續法』（₁₉₃₃年、大阪屋号書店）₃₄₆頁。
₂₁）朝鮮高等法院昭和₁0（₁₉₃5）年 ₇ 月₃0日連合部判決〔養子縁組無効確認請求事件〕昭
和 ₉ 年民上₆₈₇＝朝鮮高等法院判決録₂₂巻₃0₂頁。事実関係は、次のとおりであった。A
はBの妻であり、CはBの庶子であるが、Bはその生前に伯父の三男であるDの長男E（被
告）を養子に迎え入れた後、₁₉₁₂年（大正 ₂ 年） ₂ 月₁₉日に死亡した。EがBの戸主相
続と財産相続をすることになった。ところが、Eの実家とBの家とは本家宗家の関係で
なかった。そこで、原告らは、₁₉₃₃年に至って、庶子がいる場合には養子を迎え入れる
ことができないので、養子縁組は無効であり、EがBの戸主相続及び財産相続をしたの
は無効であると主張して、提訴した。原審の大邱覆審法院は、被告EがDの長男として
生家の宗家又は本家でないB家の養子となったのは、朝鮮の慣習上是認しえないが、当
時においては、一旦養子縁組をした以上、慣習に反する場合であるとしても、その養子
縁組により父子の認定があるものとなり、後日に至りこれを無効視するのは認められな
いという慣習が存在するという理由で、原告らの請求を棄却した。これに対して、原告
らが上告した。
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まうことがある、しかしそれでは取引の安全を大きく害してしまう、と
22）
。
これに対して、京城帝国大学教授であった安田幹太は、本判決が慣習の存在
から相続回復請求権の期間制限を基礎づけていることに対して、実際には、
そのような慣習を発見することはできず、慣習の名を借りて条理上の要求を
判例法が認めたものである、と評価している
23）
。
　そして連合部判決の ₂ 年後には、相続権侵害の事実を知ってから本訴の提
起まで ₆ 年を経過した場合、その期間は、朝鮮においては、相続回復請求權
の消滅時効を完成させるに相当な期間であるとする判例が現れた
24）
。さらに
₁₉₃₉年になると、相続開始時から₂0年の経過で相続回復請求権が時効により
消滅するのが朝鮮における慣習である旨述べて、日本民法と類似した内容の
期間制限を説くものがみられた
25）
。
₂₂）高橋隆三「相續回復請求權の時効──高等法院判決に關聨して」司法協会雑誌₁₄巻₁₁
号（₁₉₃5年） ₄ 頁。
₂₃）安田幹太「相續回復請求權の本質（ ₁ ）」司法協会雑誌₁5巻 ₃ 号（₁₉₃₆年）₁₈頁・注 ₃ 。
安田と同じく、荒川義人「韓國の法定推定家督相続人廃除に関する日本國大審院判決」
大審院民事判例集₂0巻₁₂号₇5₆頁も、高度の技術的性質を有する相続回復請求権及びそ
の消滅時効を認めるような慣習が実際に存在するのかは疑わしい旨指摘する。
₂₄）朝鮮高等法院昭和₁₂（₁₉₃₇）年 ₈ 月₂₇日判決〔家督相続回復請求事件〕昭和₁₂年民上
₁₆₂＝朝鮮高等法院判決録₂₄巻₃₁₇頁。
₂5）朝鮮高等法院昭和₁₄（₁₉₃₉）年 ₆ 月₃0日判決〔位牌引渡等請求事件〕昭和₁₄年民上
₁5₂＝朝鮮高等法院判決録₂₆巻₂₇₆頁。壬辰倭乱（わが国でいう文禄・慶長の役）の義兵
将である高仁厚の位牌に関して、その後孫らの間に生じた紛争に関する事件である。高
仁厚の₁₂代後孫であるAが死亡し、門倉でAの嫡出長男であるB（Xの父）が廃疾者であ
るとして、その宗孫としての身分を排除し、Yの夫であるCを死後養子に選んだが、B及
びCがいずれも死亡すると、XがYを相手に、上記死後養子選任は無効であると主張して、
その位牌の返還を請求したものである。朝鮮高等法院は、位牌及びその容器は、戸主相
続の特権に属し、その所有権は戸主権に随伴するものであり、戸主相続権以外に祭祀相
続権というものは今日では観念し得ないので、Xの請求は戸主相続の回復を求めるもの
と理解しなければならず、相続回復請求権は相続開始から₂0年を経過すると時効により
消滅するのが朝鮮の慣習であるといい、CがAの死後養子として選定され、相続開始か
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3 ．民法施行前の事案に対する大法院判決
　日本の支配からの解放後、民法典が施行される₁₉₆0年まで、相当な時間的
な間隔がある。民法の付則 ₂ 条は、民法施行前の事案に対しても新民法を適
用して法適用の遡及効を認めたが、相続に関しては、不遡及の原則を規定し
ていた。すなわち、同付則₂5条 ₁ 項は、「本法施行前に開始した相続に関し
ては、本法施行日の後であっても、旧法の規定を適用する」と規定した。「旧
法」に該当する朝鮮民事令によれば、相続に関して慣習が留保されたので、
付則₂5条 ₁ 項は、民法施行前に開始した相続に関しては、上記の相続慣習法
が適用されるということを意味した。
　民法施行前の事案に対して、大法院は、朝鮮高等法院の判例を慣習法とし
て無批判的に採用した。例えば大法院₁₉₆₂年 ₆ 月₂₁日宣告₆₂다₁₉₆判決は、
慣習によると、戸主及び財産の相続回復請求權は相続人又は法定代理人が相
続権の侵害を知った時又は相続が開始した時より相当な期間内に限り行使し
うるとし、同₁₉₈₁年 ₁ 月₂₇日宣告₈0다₁₃₉₂判決等は、民法施行前の戸主相続
回復請求權はその侵害を知った時より ₆ 年、相続が開始した時より₂0年が経
過すると消滅するのが慣習であるとした。
　やや話が横道に逸れるが、以上のような慣習法の存在に対する大法院の理
解は、₂00₁年の憲法裁判所の違憲決定を受けた₂00₂年民法改正で相続回復請
求権の規定が改正されたことが大きく影響して（後掲Ⅲ ₃ 参照）、変化を余
儀なくされた。大法院₂00₃年 ₇ 月₂5日宣告₂00₁다₄₈₇₈₁全員合議体判決は、
民法施行前の事案に対する事件において、「民法が施行される前に存在した
慣習のうち『相続回復請求権は、相続が開始した日より₂0年が経過すると、
消滅する』という内容の慣習を適用すると、₂0年経過後に相続権侵害行為が
ら₂0年を経過したので、C及びYの宗家戸主の地位はこれをもって確定され、XがYに対
してそれが自己の権利に属すると主張することはできないと判示した。
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あったときには、侵害行為と同時に、真正相続人は権利を失い、救済を受け
られない結果となり、所有権は本来消滅時効の適用を受けないという権利の
属性に反するだけでなく、真正相続人が僭称相続人による財産権侵害を事実
上防御できなくさせてしまう結果となり、不合理であって、憲法を最上位規
範とする法秩序全体の理念にも適合せず、正当性がなく、このような慣習に
法的規範たる慣習法としての効力を認めることができない。」と判示し、従
前の判例を変更した
26）
。なお、本判決の法廷意見に対して、「慣習法が他の法
令により変更、廃止され、又はそれと矛盾、抵触する新たな内容の慣習法が
確認されない以上、裁判所としては、民法施行前における相続に関する法律
関係に該当する相続回復請求について、この慣習法を適用せざるをえない」
という ₄ 名の裁判官の反対意見が付されており、慣習法と違憲決定、その後
の法改正の関係について、学説上の議論を巻き起こしている
27）
。
4 ．民法制定過程における議論
　ここからは、韓国民法制定過程における相続回復請求権制度を巡る議論の
状況を概観する。
₂₆）本判決を、併合期における「慣習の歪曲」という観点から考察するものとして、이상욱
「상속회북청구권의 시효에 관한 일제시대 관습법의 정립과 왜곡」가졷법연구 ₁₈관
₂ 효（₂00₄년）₂05면 이하 がある。
₂₇）民法改正の時代にあって、興味深い内容を含む議論であるが、本稿では考察すること
ができない。今後、別稿で検討してみたい。関連文献として、李和淑「相續回復請求權
의 時效에 관한 慣習法의 效力」가족법연구₁₈권 ₁ 호（₂00₄년）₂₄₉면 이하，윤진수
「상속회북청구권의 소멸시효에 관한 구관습의 위헌 여부 및 판례의 소급효」비교사법　
₁₁권 ₂ 호（₂00₄년）₂₈5면 이하，장상균「상속회복청구권의 소멸시효에 관한 구관습의　
위헌 여부 및 판례의 소급효」民事裁判의 諸問題 제₁₃관（₂00₄년）₁₈₈면 이하，박근
응「상속회복청구권의 제척기간에 관한 적용법조」가족법연구₂₄권 ₂ 호（₂0₁0년）₆₁
면 이하 等がある。
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（ ₁ ）政府原案
　₁₉5₄年に政府が国会に提出した民法案（以下、政府原案という）は、戸主
相続の回復と財産相続の回復を区分した上で、一方で、戸主相続の回復につ
いては、「戸主相続権が僭称戸主により侵害されたときには、相続権者又は
その法定代理人は、戸主相続回復の訴訟を提起することができる。」とのみ
規定した（原案₉₈₆条）。他方で、財産相続の回復については、「①財産相続権
が僭称相続人により侵害されたときには、相続権者又は法定代理人は、相続
回復の訴訟を提起することができる。②前項の相続回復請求權は、その侵害
を受けた日より ₃ 年、相続が開始した日より₁0年を経過すると、時効に因り
消滅する。」（同₁00₆条）と規定して、権利行使期間の規律が置かれていた
28）
。
政府原案は、戸主相続回復請求權に関しては行使期間を規定せず、財産相続
回復請求權に関してのみ長・短期の行使期間を規定し、いずれの期間の性質
も消滅時効期間としたのである。期間制限に関してこのように規律した理由
は、慣習法上の規律との相違から興味深いが、残念ながら明らかではない
29）
。
　さしあたり、民議院法制司法委員会民法案審議小委員会が₁₉5₇年₁0月に刊
行された『民法案審議録下巻親族編相續編』（以下、『審議録』とする）を参
照すると、原案の ₂ つの規定に対して提案理由は示されておらず（空欄）、
ただ外国立法例として、原案₉₈₆条には明治民法₉₆₆条が
30）
、原案₁00₆条には
明治民法₉₉₃条・₁₉₄₇年改正後の日本民法₈₈₄条・ドイツ民法₂0₁₈条・スイス
民法5₉₈条・中華民国民法₁₁₄₆条が
31）
、それぞれ韓国語訳され掲載されている
だけである。韓国民法は、ドイツ法・スイス法に傾斜しているとしばしば言
₂₈）鄭光鉉『韓國家族法研究』（₁₉₆₇년）附録編₆₂면 및 ₆₄면．
₂₉）参照すべき資料として、鄭光鉉・前注₂₈）附録編に掲載された張暻根「親族相續法立
法方針及親族相續法起草要綱私案」や同「民法親族相續編原案要綱解説」があるが、相
続回復請求権の行使期間に対する理由は示されていない。
₃0）『審議録』₁₄₆면．
₃₁）『審議録』₁5₆면．
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われるが、相続回復請求権に関する箇所に限って言えば、『審議録』で、ド
イツ民法・スイス民法の関連規定が十分に取り上げられていない点には留意
すべきであろう。ドイツ民法は相続回復請求権について全₁₄箇条（₂0₁₈～
₂0₃₁条）の規律を置くが、そのうち掲載されているのは冒頭規定のみであり、
スイス民法は ₃ 箇条（5₉₈～₆00条）で相続回復請求権を規律するが、こちら
も冒頭規定のみの掲載である。筆者の推測の域を出ないが、ドイツ民法・ス
イス民法に対する比較法的検討はほとんどなされていなかったのではないだ
ろうか。また、当時日本語訳文も存在していた中華民国民法・満州国民法の
諸規定が日本語を自在に操ることができる当時の起草者らにとって、格好の
参照対象であったことは、よく知られている
32）
。最新の民法典の制定に向け
た起草作業において、これらが頻繁に参照されたことは、この『審議録』か
ら窺い知ることができ、相続回復請求権についても、外国立法例の一つとし
て挙げられた中華民国民法の規定には注目しなければならない。
　今日の台湾で施行されている中華民国民法₁₁₄₆条は、「①相続権が侵害さ
れたときは、被害者又はその法定代理人は、その回復を請求することができ
る。②前項の回復請求権は、侵害されたことを知った時より ₂ 年間行使しな
いとき、消滅する。相続開始の時より₁0年を経過したときも、同じである。」
と定める
33）
。他の立法例との比較で、権利行使期間が短期・長期いずれも短
いのが特徴であり、法律関係の早期安定を重視している。政府原案も、中華
民国民法の規定を参照して、「侵害を受けた日より ₃ 年」「相続が開始した日
₃₂）鄭鐘休教授は、「満州国民法典が韓国民法典の財産編の起草にあたりほぼ全面にわたっ
て直接的な参考」となり、「中華民国民法典が二次的に参考」にされたとし、「その条文
を具体的にみると、中華民国民法典と満州国民法典から範を採ったと判断されるものが
多く存在する」と指摘される（同『韓国民法典の比較法的研究』（₁₉₈₉年、創文社）₃0₇
頁以下）。このことは、親族相続法の起草についても当てはまるところが多い。
₃₃）中華民国民法の日本語訳は、古くから様々あるが、さしあたり近年のものとして、張
有忠〔翻訳・監修〕『日本語訳　中華民国六法全書』（日本評論社、₁₉₉₃年）、前田達明編
『史料民法典』（成文堂、₂00₄年）にそれぞれ所収のものを参照した。
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より₁0年」と明治民法や慣習法よりも期間を短期化したものと推測される
34）
。
（ ₂ ）鄭一亨らの修正案と民法典成立
　この政府原案に対して、鄭一亨ら₃₃名の議員が₁₉5₇年に提出した修正案
は、権利行使期間の部分につき、次のように修正する旨を提案した。戸主相
続回復請求に関する原案₉₈₆条に「前項の戸主相続回復請求権は、その侵害
を知った日から ₃ 年、相続が開始した日から₁0年を経過すると、消滅する。」
とする第 ₂ 項を追加し、財産相続回復請求権に関する原案₁00₆条は、「第₉₈₆
条の規定は、財産相続権侵害にこれを準用する」と変更する内容である。戸
主相続回復の訴えにも権利行使期間の制限が置かれたほか、「時効に因り」
という文言がない点及び短期の期間の起算点が「侵害を知った日」に変更さ
れている点で、政府原案と異なる。
　この修正案について、当時の国会では十分な議論がなされず、国会での民
法案審議が終盤に差し掛かった₁₉5₇年₁₂月₁₇日に修正案をそのまま承認すべ
き旨の発言があり、それに対して何らの異議も唱えられず、その上、表決手
続を経ることもなく、原案及び修正案が通過した
35）
。かくして制定された韓
国民法上の相続回復請求権に関する原始規定は、Ⅰ 1 【表 ₁ 】［α］のとお
りである。
₃₄）長期・短期の権利行使期間が定められる規律における期間の短縮は、政府原案の全体
を通して見られる傾向である。例えば、取消権の消滅に関して、日本民法が追認できる
時から 5 年・行為時から₂0年であるのに対し、政府原案は追認できる時から ₃ 年・行為
時から₁0年である。詐害行為取消権の期間制限に関して、日本民法が取消原因を知った
時から ₂ 年、行為時から₂0年であるのに対して、政府草案は取消原因を知った時から ₁
年、行為時から₁0年である。不法行為に基づく損害賠償請求権に関して、日本民法が損
害及び加害者を知った時から ₃ 年、行為時から₂0年であるのに対して、政府草案は損害
及び加害者を知った時から ₃ 年、行為時から₁0年である。
₃5）鄭光鉉・前注₂₈）附録編5₇0면．
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Ⅲ　学説・判例の展開と 2 度の改正
1 ．1990年改正までの展開
（ ₁ ）初期の議論状況
　韓国民法上の相続回復請求権制度は、原始規定上、わずか ₂ 箇条から成っ
ている。これは、₁₃箇条に及ぶ詳細な規定を置くドイツ民法上と対照的であ
る。これは、我が国の明治民法上の規定ぶりと単純さという点で似ているが、
それとの違いとしては、家督相続と戸主相続との違い、「時効ニ因リテ」の
文言の有無、権利行使期間制限の長短を指摘できる。
　韓国民法が施行して間もない時期の学説（鄭光鉉、金容漢、金疇洙など）
は、この単純な規律に対する内容の具体化を試みた。その際おもに参照され
たのは、日本の学説・判例であった。初期の体系書や論文を参照すると、解
釈論的な根拠として、日本の文献が多数引用されている。当時における新進
気鋭の民法学者たちは、日本統治下で日本語での法学教育を受けたエクス
パートであり、日本法を十分に理解することができたのである。そのような
学説継受を通じて、相続回復請求権の性質、遺産分割との関係、個別の物権
的請求権との関係、相続回復請求権の当事者、期間制限の趣旨、相続回復請
求権の相続性の有無など、我が国でも論じられる争点が体系書・注釈書等で
示され、学説上の対立も熾烈化していった。それとともに、比較法的研究も
進み、ドイツ法・スイス法における議論も詳しく紹介され、また日本民法の
制定過程、その源流であるフランス法上の議論へと学説の関心は広げられた。
　そのような争点のうちで注目しておきべきは、相続回復請求権の行使期間
について、長短いずれも除斥期間と理解するのが一般化していったことであ
る。上記でみたように、中華民国民法の規定の影響と法律関係の早期安定化
の要請から、法文上、日本民法にあるような「時効によって」という文言が
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ない点が決定的な理由であるかもしれない
36）
。遙か昔になされた相続をめぐ
る紛争に、相続開始から₁0年という短い、中断・停止の余地の除斥期間を適
用すると、相続回復請求は殆どのケースで不可能となってしまう。そのよう
な除斥期間の適用の結果、真正の相続人の所有権が否定され、その反射的効
果として、全く相続権を有しないはずの僭称相続人やその第三取得者に所有
権が帰属するという現象を生じさせるので、いかなる請求が相続回復請求に
該当するのかが、相続回復請求権制度の趣旨や同請求権の法的性質などと関
連して、大きな問題となる。
　いかなる場合が相続回復請求であり、権利行使期間の制限を受けるのかに
ついては、とりわけ初期の判例は錯綜している状況にあった。学説もそのよ
うな判例の整理を試みるが、必ずしも成功しているとはいえず、判例は、ア
ドホックに、権利行使を認めるべきでないと考える場合に、当該訴えを相続
回復請求の訴えを解しているかのようである
37）
。多くの関連判例が見られる
が、以下では、判例の統一を目して全員合議体が開かれた₁₉₈₁年の大法院判
決を取り上げることにしたい。本判決の出現以降、登記の原因無効を理由と
する抹消請求等が相続回復請求の訴えに該当するか否かに関する判例が続出
し、しばしば本判決が引用されるからである。
₃₆）この点、ドイツでは、民法で定められた期間が消滅時効期間であるか、除斥期間であ
るかの判別は、法文の形式が重んじられている。すなわち、「時効にかかる（verjähren, 
unterliegt der Verjährung）」という文言があれば、その期間は消滅時効期間であり、「…
の期間のみ行使することができる（kann nur während der Frist  erfol gen）」という文
言や、たんに「消滅する（erlischt）」「排除される（ist ausgeschlossen）」という文言が
用いられていれば、その期間は除斥期間とされる。このようなドイツ法での一般的な理
解も、ドイツ法に傾斜しつつあった韓国の法学者たちにとって、相続回復請求権の行使
期間の除斥期間化を後押ししたであろう。
₃₇）とくに₁₉₈0年代までの判例状況につき、金疇洙「相續回復請求權과 除斥期間에 관한　
一考察」경희법학 ₂₉권 ₁ 호（₁₉₉₄년）₃5₃면．
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（ ₂ ）大法院₁₉₈₁年 ₁ 月₂₇日宣告₇₉다₈5₄全員合議体判決
【事案】AはBと婚姻した後、Bが元夫との間でもうけたCがAとの間の子で
あるかのように装い、₁₉₄₇年 ₄ 月 5 日に戸籍に登載した。その後、AはBと
離婚し、Xと婚姻し、Xとの間にはDEFの ₃ 人の子がいる。Aが₁₉₆₆年 ₆ 月
₆ 日に死亡すると、A所有であった本件不動産につきX・C・D・E・F名義
で相続登記がなされた。その上で、Cは自らの持分（ ₈ 分の ₂ ）をYに売り
渡し、所有権移転登記をなした。そこで、XがYを相手に所有権移転登記の
抹消登記を求めて訴えを提起した。原審は、民法施行前の旧法下において異
姓養子制度が認められていなかったので、AがCを親生子であるかのように
出生申告したとしても、これには養子縁組としての効力もなく、従って、C
名義の登記は無効であり、それを基にしたY名義の登記も無効であって抹消
されなければならないと判示するとともに、相続回復請求権の除斥期間が経
過したとのYの抗弁については、Xの請求は共有者の保存行為として原因無
効の登記の抹消を求めるものであるから、相続回復請求権の除斥期間は適用
されないと判示した。これに対して、Yが上告。
③婚姻 ②離婚
④死亡
相続登記
登記抹消請求
離婚
①藁の上か
　らの養子
元夫
ＡＸ
Ｄ・Ｅ・Ｆ
Ｂ
Ｃ
Y
Ｃ
【判旨】破棄差戻し。真正相続人が僭称相続人を相手に相続財産である不動
産に関する登記の抹消を求める場合に、その所有権又は持分権等の帰属原因
を相続であると主張している以上、請求原因の如何を問わず、これは民法
₉₉₉条所定の相続回復請求の訴えであると解すべきであり、同法₉₈₂条 ₂ 項所
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定の除斥期間の適用がある。真正相続人が僭称相続人から相続財産を譲り受
けた第三者を相手に登記抹消を求める場合も、相続回復請求権の短期の除斥
期間が適用される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　相続回復請求権の性質については、独立権利説
38）
、包括的権利説
39）
、集合権
利説
40）
、相続資格確定説
41）
、訴権説
42）
などの見解の対立があるところであるが、
₃₈）わずかに、朴秉濠「相續回復請求權管見」『厚巌郭潤直教授華甲紀念　民法學論叢』
（₁₉₈5년、博英社）₈₃₂면を挙げることができる。同論文は、通説的な立場の形成に寄
与した郭潤直が採る包括的権利説を法制史的な分析を交えて批判的に論じて、独立権利
説を採る。
₃₉）郭潤直『相續法』（₁₉₉₇年、博英社）₂₈₄면．この立場は、相続回復請求權を「包括的」
権利とみる点で独立権利説と立場を同じくし、集合権利説とは明確に区別される。ただ
し、独立権利説とは異なり、相続回復請求權と物権的請求権の競合を認めない。
₄0）₁₉₈₁年以降、大法院判決の立場であると評価される。親族相続法の有力な学者である
金疇洙をはじめ多くの学説がこの立場を採る（さしあたり、初期の学説として、申性澤
「相續回復請求權에 관하여」사법논집 ₁0짐（₁₉₇₉년）₂₈₄면 이하、金在晋「相續回復
請求權에 관하여 家庭法院事件의 諸問題」재판자료 ₁₈집（₁₉₈₃년）5₉₃면）。同説は、
相続回復請求權を単一・独立の請求権ではなく、個別的請求権の集合にすぎないと理解
し、相続回復請求権と物権的請求権との競合を認めず、相続を理由として行われる訴え
は、僭称相続人に対するか第三取得者に対するかを問わず相続回復請求権の行使と理解
する。
₄₁）朴英植「相續回復請求權과 物權的請求權과의 관계」民事裁判의 諸問題 제 ₂ 집（₁₉₈0
년）₁₄₉면 이하がこの立場を採る。相続回復請求権は僭称相続人の地位を否定し、真正
相続人の相続権ないしは相続資格を確定することを目的とする確認の訴えであると理解
し、相続回復の訴えにおける主たる争点は、個々の相続財産の帰属問題ではなく、原告
の相続資格の有無であって、真正相続人は、後に別途自己に属する個別的な相続財産を
立証し、その返還を請求して給付判決を得る道が残されているとする。したがって、相
続権の確認を求める相続回復請求権が除斥期間にかかり消滅しても、個別的請求権は除
斥期間の適用を受けないことになる。
₄₂）同説は、基本的には相続資格確定説とその基礎を同じくするが、相続回復請求権を相
続人の相続資格の存否を争う特殊な訴権とする。李庚煕『家族法（親族法・相續法）』
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₁₉₈₁年全員合議体判決は、請求原因の如何を問わず広く相続回復請求権該当
性を認め、また僭称相続人からの第三取得者に対する請求も相続回復請求権
に該当しうるとしており、これは集合権利説を採用するものであると理解さ
れている。しかしながら、その後の判例においても、登記の原因無効を理由
とする抹消請求等を相続回復請求権に該当しないとして、期間制限なしに、
物権的請求権の行使を認めるものが散見され（例えば、大法院₁₉₉₈年₁0月₂₇
日宣告₉₇다₃₈₁₇₆判決）、混迷状態が続いた。
2 ．1990年改正と大法院全員合議体判決
（ ₁ ）戸主相続から戸主承継へ
　戸主制度に対する批判は民法制定に向けた議論から既に熱を帯びていた
が
43）
、₁₉₈0年代末からの民主化の波と女性解放運動に後押しされ、戸主制度
廃止を求める声が高まった
44）
。そのような背景の下で、家族法改革が推し進
められ、₁₉₉0年の民法改正では、改革派と保守派との妥協として、戸主相続
制から戸主承継制への変更が実現した
45）
。それにより、戸主相続の規定が削
除され、戸主相続回復請求の訴えに関する規定も消え落ちることとなる。残
る遺産相続回復の訴えに関する₉₉₉条は準用条文を失うことから、同条が改
正され、相続回復請求権に関する一般規定が新たに置かれた。₁₉₉0年改正後
の₉₉₉条は、Ⅰ 1 【表 ₁ 】［β］のとおりである。
（₁₉₉₇年、博英社）₃05면がこの立場を表明する。
₄₃）「親族相続編草案及び審議要綱に対する意見」民議院法制同法委員会民法案審議小委
員会編『民法案審議資料集』（₁₉5₇年）₄₃頁以下。
₄₄）韓国の家族法改正運動史については、이태용『가족법개정운동₃₇년사』（₁₉₉₂년，
한국가정법률상담소출판부）、한국가정법률상담소『가족법개정운동₆0년사』（₂00₉년，
한국가정법률상담소출판부）が有益な資料である。
₄5）₁₉₉0年改正については、邦語文献として、権逸＝権藤世寧『改正韓国親族相続法』（₁₉₉0
年、弘文堂）、金容旭＝崔学圭『新しい韓国・親族相続法』（₁₉₉₂年、日本加除出版）、
金疇洙『注釈大韓民国相続法─₂00₂年改正まで』（₂00₂年、日本加除出版）等がある。
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　戸主相続から戸主承継へという大きな変容により、議論の前提条件が変
わったので、財産相続回復の訴えの存在意義や除斥期間の妥当性を巡る学説
上の議論も再燃した。そのような状況の下、₁₉₉₁年₁₂月₂₄日、大法院は、全
員合議体判決をもって、従来からの判例法理を維持し、集合権利説の立場を
再確認した。それには複数の立場の異なる反対意見（₁₃名中の 5 名）が付さ
れたことにも注目が集まった
46）
。
（ ₂ ）大法院₁₉₉₁年₁₂月₂₄日宣告₉0다5₇₄0全員合議体判決
【事案】本件土地の原所有者である亡Aは、₁₉₆₄年 ₃ 月 ₃ 日に死亡し、Aに
は妻B、長男C、次男Y（被告）、三男D、四・五男のX ₁ ・X ₂ 、出家した長
女Eらの共同相続人がいた。Cにつき失踪宣告がなされ、Yは自らがAの戸主
相続人であると申告し、旧民法₉₉₆条（₁₉₉0年改正で削除される前のもの）
により本件土地を承継したとして、₁₉₇₉年 ₂ 月₁₉日、Y名義で所有権保存登
記をなした。これに対して、Xらは、Yが単独名義の登記をしており、Yの
相続分を超過した部分は原因無効であると主張して、抹消登記を求めた。原
審（釜山地方法院₁₉₉0年 ₈ 月 ₃ 日宣告₉0나₄₆₉0判決）は、本件請求は相続回
復請求に該当し、Aの死亡から₁0年を経過しているので、本件訴えは不適法
であるとして却下した。Xらが上告。
①1964.3.3死亡
Ａ B
C Y D X1 X2 E
②失踪宣告
③1979.2.19
　単独名義
　での登記
1989.2.14
一部抹消請求
₄₆）わが国の議論において、多数意見と少数意見に割れた昭和5₃年大法廷判決の出現が大
きな転機になったのと同様、韓国において、₁₉₉₁年全員合議体判決は重要な位置づけに
ある。
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【法廷意見】　法廷意見は、従来からの判例法理を固守し、₁₉₈₁年全員合議
体判決等を引用しながら、「民法（₁₉₉0年改正前）が規定する相続回復の訴
えは、戸主相続権又は財産相続権が僭称戸主又は僭称相続人により侵害され
たときに、真正の相続権者がその回復を請求する訴えを指すものであるが、
財産相続に関して真の相続人であることを前提にその相続による所有権又は
持分権等財産権の帰属を主張し、僭称相続人又は自分たちだけが財産相続を
したという一部の共同相続人らを相手に相続財産である不動産に関する登記
の抹消等を請求する場合にも、その所有権又は持分権が帰属するという主張
が相続を原因とするものである以上、その請求原因の如何を問わず、これは
民法第₉₉₉条所定の相続回復請求の訴えであると解釈するのが相当である」
と判示して、集合権利説の立場を改めて確認した。本件の請求も相続回復請
求の訴えに該当し、そうである以上、除斥期間の適用があり、たとえ相続開
始日から₁0年を経過した後に相続権の侵害がある場合であっても、₁0年の除
斥期間経過により相続回復請求権は消滅したと解さなければならない、とし
た。
【反対意見】以上の法廷意見に対しては、以下の〈ⅰ〉乃至〈ⅲ〉の反対意
見が示された。
〈ⅰ〉第一の反対意見（이회창，이재성，배만운）は、次のとおり、独立権
利説の立場である。不動産の真正の所有者が原因無効登記の抹消を請求する
のは、所有権それ自体に基づき、妨害の排除や所有物の返還を請求するもの
である。所有権がある以上いつでも行使できるのであるところ、その所有権
を取得するに至った原因が相続であるとして、そしてその相手方が相続人を
僭称し登記をした者であるとして、相続回復の訴えという名を付けて、その
権利の行使を制限しなければならない理由はない。真正相続人が僭称相続人
を相手に相続財産に関する原因無効の登記の抹消を請求するのは、相続を原
因として取得した所有権それ自体を行使するものであり、財産相続権の回復
を請求するものと解して特別の扱いをすべきものではない。民法₉₉₉条所定
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の相続回復請求権は、このような個別的請求権と異なる独立した別個の権利
であると解さなければならず、本件の請求は、相続回復請求の訴えに該当し
ない。なお、仮にこのような訴えも財産相続回復請求の訴えであると解釈し
なければならないとすると、その除斥期間は、僭称相続が開始した日、言い
換えると、相続権の侵害があった時より起算するものと解釈するのが相当で
ある。
〈ⅱ〉第二の反対意見（김용준）は、次のとおり、「僭称相続権者」概念を
限定的に理解して、相続回復請求権規定の適用領域を制限する見解である。
相続回復請求の相手方となる「僭称相続権者」とは、相続が開始した当時、
正当な相続権者でないにもかかわらず、正当な相続権者であると信じさせる
ほどの外観を備え、正当な相続権者の相続権を侵害している者のみを意味す
ると解すべきである。よって、相続開始時は、相続権者であると信じさせる
ほどの外観を備えていなかったが、その後、文書を偽造する等の方法で、正
当な相続権者であるかのように仮装した者又は他の共同相続人の相続権を否
認し、自己のみが相続したと主張する共同相続人や、他の共同相続人の相続
権を否定はしないまま事実上相続財産を排他的に占有・管理している共同相
続人等は、相続回復請求の相手方である「僭称相続権者」に該当すると解す
ることができない。本件請求において、相続が開始した当時、戸籍簿にY一
人のみが相続人のように記載されている等の事由でYのみが真正の相続人で
あるかのような外観を備えていない限り、Yが他の共同相続人の相続分に対
する関係において僭称相続権者に該当すると解することはできず、本件請求
を相続回復請求と解することはできない。
〈ⅲ〉第三の反対意見（박우동）は、本件請求のような共同相続人相互間の
持分権侵害を巡る紛争に関しては、相続回復請求に関する民法規定の適用が
ないとするものである。その論拠は、第二の反対意見と基本的には同じであ
るほか、次のような補充的な論拠を示した。真正相続人の地位を備えるすべ
ての共同相続人には、いつでも相続分による相続財産の分配を受ける権利が
韓国民法上の相続回復請求制度に対する史的素描（１）
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保障される。このような権利実現のため、法は遺産分割の方法を定めている
のである（民法₁0₁₃条、家事訴訟法 ₂ 条 ₁ 項마類事件₁0、家事訴訟規則₁₁₄
条・₁₁5条）。遺産分割は、相続財産の帰属主体を迅速に確定するという要請
を実現するためのものというよりは、相続財産の公平・円満な分配を目的と
するものである。そのような目的を達成するためには、相続財産の共有状態
が維持されねばならず、もしも共同相続人の一人により他の共同相続人の持
分権が侵害されたときには、他の共同相続人は共有持分権の侵害を排除する
権利を行使して、いつでもその侵害を除去し、本来の共有関係を確保しうる
と解さなければならない。ここに相続回復請求権の除斥期間を適用して、侵
害者にその財産の取得を認めるのは、相続財産に対する公平・円満な分割を
予定している共同相続制度の趣旨に反すると言わざるをえない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　以上のように、₁₉₉0年改正後の大法院全員合議体は、従来の集合権利説を
維持して、相続回復請求権規定の適用を広範囲なものと理解したが、多数の
反対意見が付されたことは、議論の展開上、大きな転機となった。学説から
の判例批判を受けて、民法₉₉₉条に対する違憲訴訟が多発したのである。
（続く。以下は専修法学論集₁₃₂号〔₂0₁₈年〕5₇頁以下に掲載）
